
水素エネルギーシステム Vo1.37，No.1 (2012) 特集

熱化学サイクルによる水素製造とアンモニア製造の現状

ISサイクルとISNサイクルの紹介
亀山秀雄、桜井誠、増田明之、福井友亮

東京農工大学工学府

184/J金井市中町2圃24・16

小貫薫、久保真治、今井良行

日本原子力研究開発樹蕎

311圃1393東茨城郡対先町成田町4002

Present status ofhydrogen production and血eammonia production by仕le吐lermochemicalcyc1e 

-In仕'OductionofIS cyc1e and ISN cyc1e-

回deoKAMEY AMA， Makoto SAKURAI， Akiyuki MASUDA and Tomoaki Fukui 

Tokyo University of Agriculture and Technology 

2-24-16 Nakacyo Koganeichi Tokyo 184 JAP AN 

Kaoru ONUKI， Shinji KUBO組 dYoshi戸lkiTh仏I

Japan Atomic Energy Agency 

4002 Naritacho，。紅白machi，Higashi-ibaraki圃gun，lbar池i-ken，311・1393，JAPAN

τ11.e technical present status of hydrogen production pr'∞ess using 18 therm∞:hemical cycle was 
introduced.恒註sprl∞ess lS e却 erimentallyinvestigated in Japan， U8  ̂Germany， France， Italy， 1ndia， 

China and Korea. Japan Atomic Energy Agency succeeded in consecutive hydrogen production as a pr'∞f 
examination. The trend of the research and development about the reactions， separation technology， 

device materials and the pr'∞ess equipment were reported. Therm∞:hemical ammonia production cycle 

was also introduced.官吐snew cycle is named 18N cycle which was modified仕om18 cycle in order ω 

produce ammonia仕omwater出ldnitrogen. 

1. はじめに

19世紀末に人口増加による食糧問題について、肥料の

原料に使用していたチリ硝石の枯渇問題が契機になり、

資源的に豊富な空中窒素固定によるアンモニア合成の

必要性が叫ばれた。その結果生まれたのがハーバ・ボ、ツ

シュ法によるによるアンモニア製造法で、あり、 1913年

に日産100トンのプラントが初めて稼働した。当時は、

水素は豊富な石炭資源から製造されていた。現在は、天

然ガスから作られた水素が使用されている。いずれも、

化石燃料からの水素で、あり、 C02発生を伴う製造方法に

頼っているのが現状で、ある。当時の人口は16億人程度で

あったO 昨年は70億人を超えている。依然として食糧問

題はより重大になってきているが、合わせてC02問題も

今日的な重要問題である。したがって、現在は、食糧問

題とC02発生低減問題の解決が求められており、 C02を

発生しない方法でフk素製造する技術を確立することが

重要な問題となっている。ここでは、水を原料にして、

C02を発生しないエネルギー源(高温ガス炉の核熱、太

陽熱、製鉄の高炉排熱など)から水素を製造する害相七学

水素製造法と熱化学アンモニア製造法について技術の

現状を紹介する。

2. 熱化学法

熱化学法は、複数の吸熱反応と発熱反応を組み合わ

せた索げ七学反応サイクルを用いて、水を水素と酸素に熱

エネルギーのみで分解する方法である。反応の中に電気
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化学反応を一部使用する場合はハイブリッド法と呼ん

でいる。

図1.に水の分解反応の企G-T線図を示す。
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図し水の分解反応の!\(~~"r.r線図

この反応の自由エネルギ一変イ七i1Gは大きな正の値を

とるため、常温でこの反応が進行する可能性は非常に低

い。反応のエンタルビー変イ凶Hが正で、水を水素と酸

素に分解するにはこれだ、けのエネルギーを外部から供

給してやる必要がある。このとき Ti18項に相当するエ

ネルギーは熱エネルギーとして、反応の自由エネルギー

変化i1G~こ相当するエネルギーは仕事として供給する必

要がある。したがって熱エネルギーのみで、この反応を進

行させるには、 4000'"'-'5000
0

C相当の温度を必要とする。

これに対して、反応を一段で行わせるのでなく、数段

の化学反応に分割させた熱化学サイクルを用いるのが

熱化学法である。反応が進みにくかった原因で、ある大き

な水の分解反応の自由エネルギー変イ七i1Gをいくつかの

反応で分担させるのである。

反応分割による熱化学サイクルの原理を図2.に示す。

温度T

水の直接分解反応

図三 反応の分割によるサイクル合成

水の分解反応を図のようなi1G幽T特性をもっ次のよう

な吸熱反応と発熱反応の組に分割できたとする。

特集

H20+X→H2+XO (発熱反応)

XO→X + 1/202 (吸熱反応)

原理的には、吸熱反応は温度目以上の高温で、発熱反

応は温度 TL以下の低温で、進行させることができる。し

たがって、このような熱化学サイクルを見つけることが

できれば、元の反応を一段で進行させる場合に比べて低

い温度で、水を水素と酸素に分解できることになる。

ここで、 Xはサイクル物質と呼ばれ、系内を循環する。

この場合、熱化学サイクルは、熱エネルギーを化学エネ

ルギーに変換するエネルギ一変換システムで、あるO 高温

での吸熱反応で高い熱のエクセルギーを取り込み、低温

で、の発熱反応で、低い熱のエクセルギーを排出している。

この熱エネノレギーのエクセルギーの差が、サイクル内で、

仕事として生かされている。したがって、エネルギ一変

換としては、索機関に同じ機能を果たしているとし1うこ

とが理解できる。熱化学水分解は熱エネルギーを用いて

水を水素に分解するとし1う仕事を行う化学書材幾関[1]と

いうべきものである。

3. 熱化学水素製造サイクル

熱化学造法は、 1964年米国GeneralMotorsのFunk

らによって、初めてその可能性について熱力学的な考察

が行われた。 1960年代後半になって、ヨーロッパ原子

力共同体(EURATOM)のイスプOラ研究所(Joint

Research Center， Ispra Establishment)のDeBeniら

[2 ]により、 1000
0

C近い高温の熱を発生させることの

できる高温ガス冷却型原子炉(以下、高温ガス炉とよぶ)

を索拐、に想定した最初の葬刻七学サイクノレ(MARK-1)が

提案された。これを契機として、高温ガス炉で得られる

1000
0

C近い温度が最高温度であるため直接熱分解に

比べて装置材料面での実現可能性が高いこと、熱一電気

変換を要しないため高い水素製造効率が得られる可能

性があること、スケールアップ効果が期待で、き大規模製

造に有利と考えられること、などの期待から、各国でサ

イクル探索や反応研究などが活発に行われた。その後10

年間で100以上の反応サイクルが各国から提案された

[3 ]。そして実験的な検証も含めて自然淘汰され、現在

まで実証的に研究が続けられて連続実験まで行われて

いるサイクルはUT-3サイクル[4]と18サイクル[5]の二

つである。 UT園3サイクルは、東京農工大学で研究が続

けられてきている。一方の18サイクルは日本原子力研究
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り、これまでに提案された数多くのサイクルの中で、最も

反応段数の少ない簡素なプロセスである。また、スケー

ルアッフ。が容易な(固体を含まなし¥)流体プロセス、 40

'"'"'50%の高い水素製造効率の可能性などの何故をもっ。

1970年代中頃に始まる18プロセスの研究開発におい

て、米国ゼネラルアトミック(GA)社の貢献が特筆される。

1970年代半ばから1980年代にかけて、 GA社は活発な研

究開発を展開し、ブンゼン反応生成物の分離に役立つ二

液相分離現象の発見などによりフ。ロセス化学を進展さ

せるとともに、腐食性プロセス環境に耐える装置材料の

選定を進めた。また、この時期、アーへン工大から、プ

ロセスの大幅な簡素化が見込める反応蒸留によるヨウ

化水素分解が提案された。1990年代から2000年代には、

日本原子力研究所(現日本原子力研究開発機構。以下

JJ岨A)が小規模のガラス製装置を用いて18プロセスに

よる連続水分解を実証した(図4)。

開発機構で実験が行われており、両者の聞には技術と人

材に関して良好な交流が行われている。

18サイクルは、以下の3つの繋阿ヒ学反応を組み合わせ

て水を分解する(図3.)。

H2804→ H20 + 802 + 0.502 

反応(1)は、水、ヨウ素の混合溶液に二酸化硫黄ガスを

反応させてヨウ化水素(HI)と硫酸(H280Jを生成するガ

ス吸収反応であり、ブンゼン反応と呼ばれている。ブン

ゼン反応で生成したヨウ化水素及び硫酸を熱分解する

ことにより、それぞれ、水素と酸素を得る。この索杉消卒

に伴って生じるヨウ素と二酸化硫黄を、ブンゼン反応の

原料として再利用することにより、ヨウ素と硫黄につい

て閉じたサイクルが構成され、正味の変化として、水を

分解できる。

硫酸分解は800
0C以上で、大きな吸熱を伴って進み、ブ

ンゼン反応は100
0

C以下で発熱的に進行する。ヨウ化水

素分解はわずかな吸熱反応で平衡分解率は温度に依存

しない。従って、 18プロセスは、硫酸分解により熱エネ

ルギーを吸収して反応サイクルで、水分解の自由エネル

ギーを生み出し、ブンゼン反応により低温熱を排出する

化学索機関とし、うことができる。

(1) 

(2) 

(3) 

12 + 802 + 2H20→ 2H1 + H2804 

2H1→H2+12 

ISサイクル4. 

ヨウ化水素分解反応器

乱験装置(a) 
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図4.

この反応構成は、 1970年代、非化石資源の高温索源

(高温ガス炉、太陽、核融合)を用いた熱化学水素製造

サイクルの探索研究において見出された。大規模化に適

した熱反応のみで構成される純粋熱化学サイクルで、あ
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ことができる。ただし、H1相溶液からのヨウ化水素分

離では、共沸現象のため、通常の蒸留では過大なリボイ

ラー熱量を要し水素製造効率が損なわれることから、効

率的分離方法の開発が必要である。
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また、フ。ロセス環境における各種材料の耐食性データが

拡充整備され、その知見に基づいて、現在まで、実用装

置材料を用いた反応器などのプロセス機器の研究開発

が各所で進められてきている。

近年、韓国や中国で、精力的な研究開発が進められて

いる。韓国では、製鉄企業ポスコ社が水素製鉄をねらい

として、高温ガス炉 18フ。ロセスの研究開発を行ってい

る韓国原子力研究所(KAERI)と共同研究に着手してい

る[6]。

中国では、高温ガス炉の研究開発を進めている清華大

学が、同炉を用いた水素製造のため、 18フ。ロセス及び、高

?且水蒸気電解の研究に着手し、すでに、 18プロセスによ

る実験室規模のセミバッチ式水素製造実』験に成功して

いる[7]。
0.1 

ブンゼン反応に対する802分圧の影響

0.01 

S02分圧 [MPa]

0.001 

図5.

以下、18プロセスに係わる反応及び分離技術、並びに、

装置材料及びプロセス機器に関する研究開発の動向を

概説する。

この課題に対し、 GA社はリン酸を用いた抽出蒸留を

考案し解決策を提示したが、第3物質使用に伴いプロセ

スが複雑化する難点がある。アーへン工大のKnocheら

は、気液平衡を研究し、ヨウ化水素の分離と分解を1基

の蒸留塔で行う反応蒸留を考案した。本案は熱収支の大

幅改善は期待できないが装置構成が極めて簡素化され

る大変興味深いアイデアである。後に、フランス原子力

庁(CEA)のGoldsteinらは、反応蒸留塔にヒートポンプ

を組み合わせることにより、簡素さを損なわずに40%近

い水素製造効率が期待で、きることを指摘した。反応蒸留

案の課題は、腐食と水素脆化に耐える装置材料の選定あ

るいは開発にある。一方、近年、分南倒莫技術を活用して

ヨウ化水素分離問題の解決を目指す研究が活発に行わ

れている。分離膜を用いてH1相溶液を濃縮することに

より蒸留熱量を低減することが狙し、である。JAEAの研

究者らは電気透析をベースとするプロセスを考案しイ

オン交換膜の最適化研究を進めており、米国アイダホ国

立研究所(INL)や英国シェフィールド大の研究者はフッ

素系高分子電解質膜を用いたパーベーバレーション法

を、また、イタリア国立新技術・エネルギー ・持続的経

済成長研究開発機構(ENEA)の研究者は膜蒸留法を検

討している。

ヨウ化水素分解及び硫酸分解を実用的な速度で、進め

るには触媒が必要である。いずれの反応についても

1970年代""""1980年代に気相接触分解の触媒探索が行わ

反応及び分離技術 [4，7]

18プロセスによる水分解を具体化するためのプロセ

ス化学上の課題は、反応生成物の分離である。特に、ブ

ンゼン反応で生成する硫酸とヨウ化水素酸の混合溶液

は、加熱すると逆反応が進行し、通常の蒸留では分離で

きない。このため、ブンゼン反応生成物の分離方法の開

発が初期のプロセス研究における最大の課題で、あった。

溶媒抽出による分離、電気化学セルを用いて硫酸を陽極

液、ヨウ化水素酸を陰極液として分離生成させるアイデ

ア、ニッケルなどの金属を溶解させ金属塩として分離す

るアイデアなど、多くのアイデアが試みられたが、現在

では、 GA社の研究者が見出したヨウ素過剰共存下で生

起するこ液相分離(H2804とH20を主成分とする硫酸相

とH1、12及び、H20を主成分とするH1相への分離)の利

用が有力と考えられ、二液相分離に基づくプロセスの最

適設計に向けて、反応及び分離データの拡充整備が進め

5. 

られている。

図5.に、 二液相分離が生起するヨウ素飽和条件でのブ

ンゼン反応について、反応原料で、ある二酸化硫黄(802)

の分圧がH1相溶液組成に及ぼす影響を測定したJ姐 A

のデータを示す。

二液相分離で分離した硫酸とヨウ化水素は、 蒸留等に

より、それぞ、れの水溶液相から分離し、索杉浦卒に供する
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れ、前者では白金、活性炭等が、後者では白金、酸化鉄

等が、それぞれ、高活性を示すことが見出された。ヨウ

化水素分解については、さらに、 b・H1系の高圧気液共

存条件では均一気相条件を上回る平衡分解率が見込め

ることに着目した触媒探索が行われ、白金、ルテニウム

などが活性を有することが見出されている。この液相分

解は興味深いアイデアであり、耐食装置材料が今後の課

題である。最近、インドのパーパ原子力研究所(BARC)

の研究者は、安価な硫酸分解触媒の開発を狙いとする研

究を行い、白金を上回る高温活性を示すCu-Fe系及び、

Cu-Cr系-複合酸化物触媒を報告している。また、熊本大

の町田ら酬は、太陽熱駆動18プロセス用硫酸分解触媒

の研究を行い、 Cu-V系複合酸化物が高活性を示すこと

を明らかにした。硫酸分解触媒は過酷な高温環境で用い

るため、安定性、耐久性が重要であり、さらなる検討が

必要である。

6. 装置材料、プロセス機器 [5]

18プロセスで、は、硫酸やヨウ化水素酸など腐食性の高

い物質を高温高圧で取り扱うため、装置材料は、従来の

化学プロセスに比べて格段に厳しい腐食環境に晒され

る。このため、耐食性を有する装置材料の選定が18プロ

セスを開発する上での重要課題であることは当初から

認識され、 GA社やJ姐 Aにおいて、広範な市販材料を

対象に、 18フ。ロセスの代表的環境における最長1000時

間の等温腐食試験が行われた。試験条件の設定では硫酸

分解及びヨウ化水素分解はし、ずれも気相接触反応と想

定された。2000年代半ばまでの検討の結果、気相環境

は高温ではあるが従来の耐熱合金が使える可能性があ

ること、 一方、液相環境ではセラミックスやガラスなど

の脆性材料あるいはTaなどの高価な希少金属を工夫し

て使う必要があることが明らかにされた。図6に、 18プ

ロセスの代表的環境及び代表的な耐食材料を示す。図中、

一点鋭線は気液共存環境を表し、より高温は気相環境、

低温は液相環境である。

これらの知見をもとに、 Jj岨Aは、開発課題の多い機

器の技術開発に進み、まず、硫酸蒸発器に取り組んで、

耐食性、繋げ云導性に優れた炭化ケイ素を素材に選定し、

単純な多孔円筒構造を有するセラミックス製熱交換ブ

ロックを基本単位とする硫酸蒸発器を考案した。

次いで、この概念の成立性を検証するため、熱交換ブ

特集

ロックを試作し、製作性、組立性、及び、気密性を確認

した。

iLiqωPhase I 
図6. 18プロセス環境における耐食材料

図7.'こ構造概念及び試作体を示す。

SiC熱交換
ブロック

硫酸出ロ ノ

He出回'

E
F
.門

硫酸入口

図7. 硫酸蒸発器

(左:構造図、右:熱交換ブロック組立試験体)

Jj四Aは、さらに、液相環境で用いる配管やポンプな

どの機器の検討を行った。配管については、安価で化学

プラントに実績のあるガラスライニング材に着目した。

最高100
0
C'""200

0
Cでの使用が奨められている市販ガラ

スライニング材について、18フ。ロセス条件を想定した耐

熱性、耐食性試験を行い、 300
0
C程度の高温まで硫酸環

境に耐え、使用できることを確認した。図8-'こ、高温硫
酸環境でのライニング用ソーダガラスの腐食試験結果

-7-
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現在、 JAEAは、これらの成果をもとに、実用装置材

料で製作したISプロセス機器の実環境における健全性

を検証するための試験装置の製作を進めている。図10.

に、ブンゼン反応系機器の試験装置の構成及。守且み立て

写真を示す。

反応液貯槽
テフロンライニング製
容器(700Hx中300)

H20，ら一一+

亙藍墨
テフロンライニング製

もも2JJ'}入 管型反応著書

を示す。中濃度硫酸環境の試験において浸漬直後に観察

された大きな腐食減量はアルカリ金属成分の溶解によ

るものであり、溶解が進みガラス表面に耐食性のシリカ

層が形成されるとともに腐食はみられなくなった。この

後、米国サンディア国立研究所(SNL)は、硫酸の蒸発、

分解、及び、内部熱回収の3機能を統合したセラミック

ス製ノくイヨネット型硫酸分解器を考案・試作し、試作分

解器を用いて、硫酸分解機能を検証している。

.4 7wt'e 200
0
C 

滋75wt%300"C 

ふ90wt%4000C 

2 

1.5 
[
〉

¥
E
E
]
制
刑
制
瞳 。

主硫酸栂溶液

~HI相溶液+ • 
3玄 総 鮒食性器漆 ・

ー0.5 

二塁量極分離檀

テフロンライニング製容器(750Hx中500)
-0.5 

0 
試験装置の構成(a) 100 50 

試験時間 [h]

試験装置の外観

ISプロセス信頼性試験装置

(ブンゼン反応系機器)

、、
』
/

唱

b
J
t、、

図10.

ライニング用ガラスの高温硫酸浸漬乱射吉果

現在、 JAEAでは、このような大型セラミックス機器

の信頼性を確保するための方法論の確立を図るため、有

効体積理論に基づくセラミックス構造体の強度評価手

法の検討を進めている。一方、 KAERIは、硫酸分解器

について、セラミックコーティングによって耐食性を確

保するアプローチを選択し、コーティング技術の研究開

発を進めている。

高温強酸溶J夜の輸送ポンプ。については、炭化ケイ素を

接液部材として耐圧金属僅体で、覆った複合構造を有す

るプランジャーポンフ。の技術開発を行った。図9.に、高

温濃硫酸移送用に試作したポンプの外観写真を示す。

図8.

熱化学法によるアンモニア製造

アンモニアは安全な水素のキャリアとしての需要も

高まっている。また、近年、急激な人口増加により食糧

不足が懸念されている。穀物生産のためにはこの肥料と

して用いられるアンモニアの需要が高まることが見込

まれる。しかしながら、現在の合成法では化石燃料使用

や高圧・高温での製造のため、資源の枯渇や環境面に問

題がある。そこで東京農工大学では、繋げ七学法という技

術を用いて窒素と水からアンモニアを製造するサイク

7. 

ルを検討した。

-8-

硫酸移送ポンプ図9.
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る。今回は180
0Cで、実験を行った。

18Nサイクル表2.

サイクル探索理論

単一反応である窒素と水からアンモニアを合成する

反応

8. 

T 

[OC] 

LlrG LlrH 反
応式

du 
o
 
m
 

τU一
九山山

1 

2 

700 

25 

500 

25 

Hlei~を 10ml{士込む

v 
I N~囲気下装置を開銀 i

v 
j 昇温開始 j 

v 
i 各時間保持 ! 

v 
常温まで冷却

w 
NaOHで時HIを中和

v 
i 反応烹のNH4+濃厚;~IJ定 j

-30 

44 

-8 

-119 

170 

54 

204 

-307 

[kJh:nol] 

0.5H2804 + H1 

H2804→ 0.502 + H20 + 802 

0.5N2+4H1→1.5Iz + NH41 

0.5802 + H20 + 0.512→ 

NH41→ H1+NH3 

撚!忠義ミ糊ぷ
実験持]
保持温度:180.C 
保持時間:1-6h 

反
応

3 

4 

ゐG= 339 kJ/mol 
のふGは正である。索引ヒ学サイクルはこの単一反応を分

割することがその技術の根幹である。そこで反応サイク

ルは最低限2つになる(反応サイクル中の反応数をrとす

る)。このr=2の反応サイクルで反応が進まない場合はサ

イクル中の反応をさらに細かく分割する。

表Hこr=2の6つの型に分類した反応サイクルを示す。

検索の結果、 2段反応は見いだ、されなかった。そこで、 2

段に分けた反応をさらに2段位分ける4段サイクルの検

索を行った結果、いくつかのサイクルが候補になった。

そのうち実験的な検証が行われたサイクルで、町rpe2の

具体的な反応例を表2に示す。これを18Nサイクルとす

る。このサイクルの各反応の内、 2)はヨウ化アンモニ

ウムの繋切消卒を、 3)および4)は索阿七学水素製造法の18

サイクルの構成反応で、あり実験的な検証は行われてい

る。そこで1)の反応を実証すれば、索阿七学サイクルに

よるアンモニア製造フ。ロセスを構成できる可能性があ

この反応の検証実i験を行った。

0.5N2 + 1.5H20→ NH3+0.7502 

実験装置概略図図11.り、

実験結果

仕込んだ、窒素基準のNH41の転化率は時間ごとに増加

していった。また、同一反応条件において触媒を用いて

実験を行った結果、転化率に向上が見られた。

反応液は、吸光度法とイオン電極法の2種類でアンモ

ニウムイオンの評価を行った。絵結果を表3に示す。

10. アンモニア合成経路

Typel 

Type2 

Type3 

3.5hにおけるNH4+濃度

イオン電極法

3.96 

吸光度法

3.60 

表3.

測定法

阻

醐

一
問

問

一闘

醐

一
師

側

一
醐

阻

一師

側

0.5N2+ 1.5H20 + 1.5A→NH3+ 1.5AO 

AO→A+ 0.502 

0.5N2+ 3HA→NH3+3A 

3A+ 1.5H20→3HA+ 0.7502 

0.5N2 + 3AHO→NH3+ 3A+1.5ο2 

3A+ 1.5H20+0.7502→3AHO 

0.5N2+A→AN 

AN + 1.5H20→NH3+A+0.7502 

0.5N2+AO →AN +0.502 

AN + 1.5H20→NH3 + AO + 0.2502 

0.5N2+AHO→AN + 0.5H20+0.2502 

AN +2H20→NH3 + AHO + 0.502 

表1.

唱

1

9

hM

一1
i

n

L

一1
A
n
L
-
1
A
Q
G
-
1
i
q
G
-
T
A

。，“

Type4 

Type5 

苛pe6

NH4+濃度[mg，ι]

これにより、アンモニアの生成が確認、されたので、現在

は流通系で、各種の触媒の活性評価を行っている。

18Nサイクルは、 18サイクルの研究成果をさらにアンモ

ニア製造サイクルに発展できる可能性があることを示

した。図12.にサイクルのフローを示す。

-9-

9.実験方法

日g.l1.~こ示したオートクレーブを用いた回分装置で

行った。この反応は25
0CでdrG<Oから繋げ七学的には常

温で反応が進行すると考えられる。しかしながら、反応

速度の関係から反応は温度を操作することで促進され
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:1.5H，Q 

f ヨウ化水3襲と
後重量ø~主m!
〈ブンゼンffi.五島〉

図12.ISNサイクルのフ。ロセス構成概要

11. おわりに

ISサイクルによる水素製造ならびにISNサイクルに

よるアンモニア製造の現状を紹介した。今後、エネルギ

ーの利用形態が多様になる中で、化石燃料に依存しない

で、自然ある水や空気を原料にして水素やアンモニアを

製造することができれば、再生可能エネルギーの有効利

用や人口増加に伴う食糧生産に不可欠な肥料の生産に

この繋げ七学サイクルは大きく貢献することになると考

えられる。資源のない日本が技術で資源を確保するため

にも、ISサイクルとISNサイクルが工業規模で、実現する

ことを期待したい。
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